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研究成果の概要（和文）：明治以前日本における一人当り国内総生産（GDP）統計を人口・都市化データの整備
と新たな推計方法の考案によって改訂し、目的は達成した。
1600年全国人口は問題点の一つであったが，速水融の1200万説に代わる新推計を完成させた。また，都市化につ
いても新たな成果を得，これらに依拠したGDPの新推計と部門分割をとりまとめた。一人当りGDP値は，国際的な
準拠データであったマディソン推計とは異なり，後半期の増加率がより高く推計された。他方，産出高の部門シ
ェアからみる構造変化は，一人当りGDPが伸びなかった17世紀に大きく，安定成長の後半期には逆に構造変化が
なかったという結果となった。

研究成果の概要（英文）：The aim of this research was to make fresh estimates of pre-Meiji Japan’s 
GDP per capita and to conduct a comparative analysis on the basis of the new evidence. Based on new 
estimates for population in 1600 and a new estimation methodology, we have set out a new series of 
GDP per capita and its sectoral breakdowns for the period between 1600 and 1874, which will replace 
the estimates by A. Maddison.  Our estimates in 1990 international dollars for 1600, 1721 and 1874 
are $659, $669 and $1,013. They are 27%, 17% and 34% larger than Maddison’s respectively. While 
Maddison’s tended to show that Tokugawa-period growth was monotonic, our estimates are more 
articulated: the 1600-1721 period saw no increase but the 1721-1874 period exhibited a little 
stronger growth, while structural change was more pronounced in the first than in the second period.
 In an international perspective, Japan’s early modern performance was modest and steady but 
remained so even in the late 19th century.

研究分野：経済史と歴史人口学。近世から近代初めまでの日本経済史を軸に，比較経済発展論的研究を行っている。

キーワード： 経済史　日本経済史　歴史的国民所得論　一人当たり国内総生産　人口推計　都市化　部門シェア
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 (1) マディソン推計 マディソンは 2001
年 に 公 刊 し た The World Economy: A 
Millennial Perspective において，1990 年
国際ドル表示の日本の一人あたり国内総生
産（GDP）推計を提示した。それは，1500-1870
年において，目立って高くはなかったが，安
定した成長が3世紀以上にわたって持続する
というものであった。国際的には，これが日
本に関する標準的な超長期歴史統計および
解釈として多くの研究者によって引用され
るようになった。このマディソン推計を算出
過程に遡ってみると，①徳川時代の実収石高
系列（いわゆる中村哲推計）を基礎に農産高
系列を推計，②人口に関しては 17 世紀の速
水融推計値を引上げる方向で改訂し，③実証
的根拠の乏しい非農産出高の伸びは「ゲステ
ィメイト」によって農産高の増加率に上乗せ
して，かつ ④1870 年以降の時系列とのリン
クも成長率法によっていたことがわかる。す
なわち，①－④に関しそれぞれ大小さまざま
な問題を抱えたデータと方法に拠って導き
出された推計値なのであり，開港以前におけ
る中国へのキャッチアップという解釈を受
入れるには，いっそう確実な証拠，ないしは
より洗練された手法によるところの，新たな
推計値が求められていたといえよう。 
 (2) 新たな国際共同研究 マディソンの
推計値については，彼の死後，世界的に見直
しが始まった。その一つは，J.L. ファン・
ザンデン（ユトレヒト大学）が主宰するマデ
ィソン・プロジェクトである。これはマディ
ソンがフローニンゲン大学に立ち上げた歴
史的国民所得推計をアップデイトし，改訂さ
れた各国の新たな推計系列をウェブサイト
に登録し国際比較することを目指している。
もう一つは，S. ブロードベリ（現オクスフ
ォード大学）を中心とする国際共同研究グル
ープによるもので，英国，インド，日本，中
国などを対象に中世以来の一人あたりGDP系
列を再整備する試み――新たなデータの発
掘・利用，異なった方法論の適用等による GDP
推計作業――が精力的に行われている。本研
究の研究分担者である深尾も参加しており，
その暫定結果は上記のマディソン・プロジェ
クトに一度登録された。しかし，それはあく
までも暫定推計であり，改訂の要があった。  
 (3) 大分岐・小分岐論争 このように各国
で新たな推計作業結果が出始めたことによ
り，ポメランツの『大分岐』（ Great 
Divergence）刊行以来，活発になされている
西欧とアジアの経済水準と成長率格差発生
をめぐる論争は新たな局面に入った。上記 2
の成果からは，すでに近世より西欧内部にお
いて経済パフォーマンス上の格差（「分岐」）
が生じていたこと，そしてそのような「小分
岐」（Little Divergence）は，程度の違いは
あるにせよアジア内部においても認められ
るのではないかという論点が浮かび上がっ
てきたのである。このうち西欧内における

「小分岐」に関しては賃金データからも裏づ
けとなる事実発見がなされているのに対し
て，アジアにおける「小分岐」を事実として
定着させるためには，各国，とりわけインド，
中国，日本における一人あたり GDP 推計値の
精度を上げることが必要な段階にきていた。 
 (4) 工業化期の国際共同研究 この他に
関連する国際プロジェクトとして，職業構造
比較史ネットワーク（INCHOS: International 
Network for the Comparative History of 
Occupational Structure）がある。研究代表
者斎藤が L. ショウ・テイラー（ケンブリッ
ジ大学）と組織している国際共同研究で，工
業化期における労働力の部門間配分とその
変化がテーマであるが，イングランドに関し
ては推計が近世にまで遡り，また斎藤が研究
分担者である攝津と行った日本に関する推
計では，幕末ないしは明治初期時点における
第一次産業部門の労働投入は従来想定され
ていたよりも少なく，逆に第二次産業部門で
は想定よりも多かったことが示唆されてい
て，本研究においても考慮に入れなければな
らない成果であった。 
 (5) アジア長期経済統計 最後に，一橋大
学経済研究所において行われている，そして
尾高を筆頭に斎藤・深尾の三人を監修者とす
る『アジア長期経済統計』プロジェクトがあ
る。予定されている全 12 冊には日本巻も含
まれており，本研究とは近世と明治以降の系
列のリンクという点で推計作業上における
密接な関連を有する。本研究における推計作
業は，その日本巻の明治初年に関する作業と
の密接な連携が期待できるものであった。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は，明治以前の日本における
人口および GDP 統計を新たに整備し，一人あ
たりGDPの時系列を明治初年から幕藩初期へ，
さらには中世にまで遡って推計し，その推計
値にもとづき中近世における経済発展の分
析とその国際比較を行うことである。具体的
には，徳川時代の総人口・都市人口および産
出高データの再整備を行い，現在のところ国
際的に準拠データとなっているマディソン
による日本の一人あたりGDP推計値を改訂す
ること，本研究の成果と世界各国で現在進行
中の推計作業の結果とにもとづいて，各ベン
チマーク年次における日本と西欧諸国，アジ
ア諸国との比較を行い，国際経済史学界にお
いて論争の的である東西間の「大分岐」およ
びアジア内における「小分岐」の解明に寄与
することが目的である。 
 
３．研究の方法 
 研究計画の実行は，以下の課題群に分けて
重点的に行った。 
(1) 推計実収石高の再検討と明治以降の系
列へのリンク。中村哲の修正石高の時系列は，
マディソンを含む多くの研究者が無批判的
に援用してきたが，再点検の上，攝津および



深尾が他のプロジェクトにおいて再推計し
た 1874 年以降の第一次部門の産出高推計値
にリンクした。 
(2) 近世における第二次部門および第三次
部門の産出高は，それぞれ部門シェアをまず
推計し，そこから逆算をした。非農産出高シ
ェアの間接推計法としては，都市化率を利用
した P. マラニマの提案がよく知られている。
簡便さゆえに研究者から支持を受けている
この方法は，中世に関してはよいかもしれな
いが，近世，とくにプロト工業化の時代につ
いてはどうか。以前に斎藤が日本のプロト工
業化について行った，都市化変数に人口密度
を加えた分析が参考になる。本研究ではその
モデルに改良を施し，また資料的にも工夫を
加えて明治初年の『府県物産表』，『日本地誌
提要』，『共武政表』， Hi-Stat Social Science
等から作成された 1874 年，1890 年，1909 年
の府県パネルデータに依拠し，第二次部門シ
ェアおよび第三次部門シェアを被説明変数
とした回帰分析を行った（モデルに固定効果，
ランダム効果，プールドの 3 モデルを考え，
検討の結果ランダム効果モデルを選択した）。
その推計回帰式に 1850 年以前のベンチマー
ク年における都市化率と人口密度を代入し，
対応するシェアを計算，そこから第二次部門
産出高，第三次部門産出高を算出した。 
(3) 総人口および都市人口データの再検討。
1600 年からの総人口に関しては，速水融の推
計系列が永らく定説の地位をしめてきた。け
れども，彼の 1600 年値は過少ではないか，
したがって 17 世紀中の人口増加率も過大な
のではないかという疑問が残った。マディソ
ンは別の方法によって速水よりは高い 1600
年値を提示し，斎藤も中世にまで遡って新た
な推計値を試算していたが，本研究はそれを
飢饉指標系列や他の人口データ等から検討
し，推計のロバストネスを確認した。次いで，
都市人口データの整備を行った。1650 年以降
については都市人口の調査がすでに存在し
ていたが，それは人口 1万人以上の都市に限
られ，また若干の都市については修正の余地
もあった。また，それ以前についての都市人
口は根拠の乏しいいくつかの都市別推計値
が存在するのみである。本研究では，そのデ
ータ系列の整備と――徳川後期と中世後期
だけではあるが――1 万人以下の規模の小都
市についてもデータの掘り起こしを行った。 
(4) 中世における産出高の推計。これは非常
に難しい課題であるが，農産高については，
一方では律令時代の記録，他方では鎌倉‐室
町時代の2時点について得られる土地生産性
データがある。難しいのは第二次・第三次部
門の産出高である。さまざまな方法を試した
けれども，結局，上記(3)から得られた総人
口および都市人口推計を使い，徳川時代で利
用した回帰方程式を中世にも援用する以外
に妥当と思われる結果を得ることができな
かった。ただこれは，けっして望ましい方法
とはいえないので，いまだ暫定推計にとどま

る。 
(5) 国際比較。比較対象の一つは西欧諸国で
あるが，従来のように英国あるいはアメリカ
といった個別国と比べるだけではなく，コア
の西欧諸国全体とそれを取りまく環ヨーロ
ッパ諸国を明示的に区別して比較を行った。
また，対アジアでは，中国およびインドだけ
ではなく，オスマン帝国をも比較の対象とし
た。比較の枠組をこのように設定し，周到な
研究史サーヴェイを踏まえたうえで，日本の
比較史的位置を確認する。 
 
４．研究成果 
(1) 推計結果とその解釈 
 本研究において，当初の目標はほぼ完全に
達成できたと自負する。 
①この研究推進にとって一つの障壁となっ
ていたのが分母となる人口推計，とくに 1600
年全国人口をどう見積もるかであったが，速
水融の 1200 万説に代わる新推計 1700 万人の
ロバストネスを，中世の側からは飢饉頻度指
標を利用した，近世の側からは 17 世紀の諸
藩人口調査データの吟味を通じた検証を行
い，前後の時代における他の資料と整合的な
推計という結論を得た。 
② また都市化についても新たな推計を試み，
徳川後期に関してではあるが，1 万人未満の
都市人口を数量的に明らかにすることに成
功をし，大規模な都市の成長ではなく，小規
模な都市の叢生が地域人口密度を高めてい
たことを明らかにした（類似の観察は，必ず
しも定量的にではないが，中世後期の一時期
についてもみられた）。本プロジェクトが採
用した産出高の非農部門シェア推計モデル
は，人口 1万人以上の都市を対象とした都市
化率と地域人口密度とをプレディクタとす
るものであったが，この都市人口研究の進展
によって非農部門シェア推計モデルの妥当
性はいっそう強固なものとなり，そのモデル
に依拠した徳川時代におけるGDPとその部門
分割の推計を確定させることができた。 
③ この推計による一人あたりGDP値は，1990
年国際ドル表示で1600年 $659，1721年 $669，
1804 年 $820，1846 年 $896，1874 年 $1,013
である。これまで近代以前の日本に関する国
際的な準拠統計であったマディソン推計が
示す，どちらかというと単調な増加パターン
とは異なり，前半期（最初の 120 年間）の増
加率はごくわずかで，後半期（正確にいえば，
第1回幕府人口調査の行われた享保期から幕
末開港前の時期まで）の成長率が明瞭に高く
なる推計となった。マディソン推計による年
平均増加率が1600-1720年0.08％，1720-1850
年 0.3％であったのに対して，新推計による
値は 1600-1721 年 0.01％，1721-1846 年
0.23％と算出された（開港前から 1874 年ま
での成長率には大きな差がない）。 
④ この結果，1874 年時点における日本の一
人あたりGDPはマディソン推計より34％も上
方修正された。それにもかかわらず，西欧諸



国との水準差に大きな変更は生じなかった。
西欧 12 か国の平均値と比べると全期間を通
して 50％前後の水準にあり，キャッチアップ
が始まったという兆候はみられない。水準と
いう点では，コアの西欧諸国を取り囲んでい
た環ヨーロッパ諸国（ポルトガルからギリシ
ャ，ハンガリー，チェコ・スロバキアをへて，
アイルランドにいたる 8 か国）と同水準で，
その中の上位国へのキャッチアップを目指
したというのが正確であろう。 
⑤ 他方，中国，インドだけではなく，オス
マン朝トルコをも含めたアジアの帝国国家
へのキャッチアップがあったことは確実で，
徳川時代の間に一人あたりGDP水準において
これら古き文明国を追い抜いた。しかしそれ
は，成長が 17 世紀あるいはそれ以前から立
ち上がっていたからというよりは，徳川後半
期に入って，けっして高率というわけではな
かったものの年率 0.2％という安定した成長
の続いたことが寄与をした。その 18 世紀か
ら 19 世紀初頭の 120 年ほどの時代は，西欧
諸国の成長率もまだ高くはなかったので，成
長率の水準という点では国際的にも遜色な
いものであった。ただ，成長率のレベルが上
がった 1870 年代以降は，かえって西欧諸国
とのギャップが若干広がったことは記して
おかなければならない。 
⑥ 次いで，産出高（GDP）の部門シェアから
みる構造変化をみよう。構造変化は一人あた
り GDP が伸びなかった 17 世紀に大きく，安
定成長の後半期（1721-1846 年）には逆に構
造変化がみられなかったという結果となっ
た。すなわち，1600-1721 年におけるパーセ
ンテージ・ポイントの変化は第一次部門 -11，
第二次部門 +2，第三次部門 +9 であったが，
1721-1846 年においてはどの部門の動きも 1
ポイント未満にとどまり，安政開港以降を含
む時期である1846-1874年になって再び第一
次部門 -3，第二次部門 +1，第三次部門 +2
という変化が起きたのである。構造変化が第
一次部門の縮小を伴ったというのは予想さ
れたことであったが，2 度の構造変化の時代
とも，第二次部門よりも第三次部門の拡大の
ほうがより顕著であったというのはこれま
でに指摘されたことのない発見であり，まこ
とに興味深い。 
⑦ なお，本プロジェクトでは当初は研究目
的としていなかった同期間における労働力
の部門別推計をも試み，産出高の部門シェア
の動向および INCHOS による発見事実と整合
的な暫定値を得ていることを付記する。 
 
(2) 成果の発信 
⑧ 以上のうち基本的な成果は，斎藤と研究
協力者の高島の共著論文が European Review 
of Economic History に，斎藤の単著論文が
『社会経済史学』に査読論文として掲載ある
いは掲載可となった。また，J. バーテン（テ
ュービンゲン大学）編纂のケンブリッジ大学
出版会版 A History of the Global Economy

に，斎藤が本研究の成果を盛り込んで執筆し
た「日本」の章を寄稿した。 
⑨ 今後は，2017 年 5 月 27-28 日に開催され
る社会経済史学会 2017 年度大会でパネルを
組織し（組織者：斎藤・攝津），斎藤，攝津，
高島が報告する。また 2017 年 7 月より刊行
が開始される『岩波講座 日本経済の歴史』
の第2-3巻においても成果の一端が披露され
る（斎藤，深尾，攝津，高島が執筆）。さら
に国際比較の試みは，2017 年 6 月にオラン
ダ・フローニンゲン大学で行われる国際研究
集会への提出論文においてなされる予定で
ある（斎藤が執筆・報告）。なお，1600 年以
前における GDP 推計は困難が大きく，いまだ
専門雑誌への投稿論文という形ではまとま
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